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標準的な運賃の算出に係る考え方について

運行費
（燃料費、タイヤ費等）

その他費用
（任意保険料、関係諸税、借入金利息

）

適正な原価 （１台／年当たり）

適正利潤 （１台／年当たり）

＋

キロ当たり
変動費

年間走行キロ

⇒自己資本に対する適正な利潤額を算定

※いずれも実運送を行う上で必要な費用を算出
（元請の傭車費は考慮しない）

１．運賃表の形式
⇒ 貸切（チャーター）を前提として、（１）距離制、（２）時

間制の双方の運賃表を設定

※上限・下限の幅は設けず統一的な運賃

２．車種等の違い
⇒ 車格別（2t, 4t, 10t, 20t）について設定
⇒ ドライバン型のトラックを基準として算出

※冷凍・冷蔵のバン型車については割増率を設定

３．地域差
⇒ 地方運輸局ブロック（合計10カ所）ごとに作成

４．「料金」の取扱い
⇒ 高速道路利用料、フェリー利用料等については

別途、実費を基準として収受すべき旨を規定

※待機時間料については、30分を超える場合の３０分
当たりの標準的な料金を設定。

５．帰り荷の取扱い
⇒ 実車率は50％を設定基準とする。

車両費

間接費
（一般管理費等）

人件費

⇒環境性能や安全基準の向上を踏ま
えた車両への設備投資ができるよう、
償却年数は５年で設定

⇒実勢原価を使用

⇒ドライバーの労働条件改善のため、
全産業平均の単価を使用

⇒実勢原価を使用

⇒実勢原価を使用

時間当た
り

固定費等

年間稼働時間

【標準的な運賃
】

（約7万km程度）

40h / 週 ×1年
＝約2100h程度

・ 平均速度（約20～60km/h）を用いて、走行距離を
時間に換算（時間を走行距離に換算）。

・ 距離帯（時間帯）ごとに、走行距離に対応する変動費
、運行時間に対応する固定費を算出し、合算

● 標準的な運賃は、①トラック事業の能率的な経営の下における適正な原価に②適正な利潤を加えたものを基準。また、
適正な原価の算定に当たっては、①ドライバーの賃金を全産業の標準的水準に是正すること、②コンプライアンス（労働時
間・法定福利費等）を確保できることを前提。
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待機時間料の設定の考え方について

車種別
小型車 中型車 大型車 トレーラー

時間 （２トンクラス） （４トンクラス） （10トンクラス） （20トンクラス）

30分を超える場合におい
て30分までごとに発生す
る金額

1,670 円 1,750 円 1,870 円 2,220 円

【待機時間料】

【考え方】

・基準外人件費（＝基準内人件費×1.25）を基礎とし、福利費率を加味する。
・車格差は、基準内人件費の算定において車格ごとの人件費の差（実態調査により把握）を考慮（※）している。
※中型車の基準内人件費を全国平均とし、以下のとおり算定

（例）大型車の基準内人件費

全産業平均基準内人件費（＝中型車の基準内人件費） × 大型車の実勢基準内人件費 ÷ 中型車の実勢基準内人件費

・基準外人件費の値を使用しているのは、通常、事業者はドライバーを基準時間内フル稼働させることを前提として
運行計画を立てることから、実態として待機時間は基準時間外の労働に直結することとなるためである。

基
準
外
人
件
費

時給（所定内）
賃金構造基本統計調査
※運輸局ブロックごとの時給は、ブロック内の各都府県ごとの労働者数を考慮し、加重平

均により算定

2,510 円

3,657 円時間外割増率 法定割増率 25.0%

福利費率（給与等に対する割合） 経営分析報告書（2019年・（公社）全日本トラック協会） 16.6%

算定式 2,510円 × 1.25 × 1.166

【基準外人件費】 ※小型車～トレーラーの全国平均値
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（参考）「適正な原価」の考え方【人件費】

基礎となる労働条件（賃金・労働時間）を全産業の平均的（標準的）水準に是正するため、全産業平均の時間当たり単価を用いる。

※所定外の人件費単価は、労働基準法に基づき所定内労働時間単価×1.25で計算。
※福利費については、人件費に対して必要となる一定の福利費率（16.6%）を乗じて算出。

地域ブロック
地域別全産業平均

時間当たり単価

北海道 １，９９６

東北

※青森、岩手、宮城、
秋田、山形、福島

１，９０３

関東

※茨城、栃木、群馬、
埼玉、千葉、東京、

神奈川、山梨

２，６７１

北陸信越

※新潟、富山、
石川、長野

２，０１５

中部

※福井、岐阜、静岡、
愛知、三重

２，４００

地域ブロック
地域別全産業平均

時間当たり単価

近畿

※滋賀、京都、大阪、
兵庫、奈良、和歌山

２，３８１

中国

※鳥取、島根、岡山、
広島、山口

２，１１５

四国

※徳島、香川、
愛媛、高知

１，９６７

九州

※福岡、佐賀、長崎、
熊本、大分、宮崎、

鹿児島

１，９９０

沖縄 １，７４３

（出典）賃金構造基本統計調査

【単位：円】
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